


直轄事業区間の変遷

海岸保全区域に指定（石川県告示第 673 号）。
石川県による災害復旧県単独事業が開始、海岸堤防等の整備に着手、その後も増大する被害状況から整備促進が望まれた。

昭和 32 年 10 月
（1957 年）

現白山市（旧松任市および旧美川町）の海岸の一部を直轄海岸工事施行区域に指定（旧建設省告示第 1526 号）。
以来、国による海岸保全施設整備事業を開始し、海岸堤防や消波工等（線的防護工法）の整備に着手。

昭和 36 年 7月
（1961 年）

現白山市（旧美川町）の海岸の一部を直轄海岸工事施行区域に指定（旧建設省告示第 2183 号）。昭和 38 年 8月
（1963 年）

現白山市（旧松任市）の海岸の一部を直轄海岸工事施行区域に指定（旧建設省告示第 1574 号）。昭和 41 年 5月
（1966 年）

海岸堤防や消波工等による線的防護工法から離岸堤による面的防護工法へ事業推進。
海岸侵食防止、砂浜回復、さらには回復した汀線の維持に効果を上げる。

昭和 44 年
（1969 年）

現能美市（旧根上町）の海岸についても直轄海岸工事施行区域に指定（旧建設省告示第 1024 号）。昭和 53 年 6月
（1978 年）

松任工区の徳光地先が、全国に先駆けて『海辺のふれあいゾーン整備計画（C.C.Z．整備計画）』に認定され、離岸堤の沖出しや
人工リーフ、緩傾斜堤の整備を進める。

昭和 62 年
（1987 年）

手取川右岸の 620m区間が『なぎさリフレッシュ事業』に認定され、人工リーフおよび緩傾斜堤の整備を進める。平成 5年 5月
（1993 年）

侵食および越波被害の著しい小松市および加賀市の海岸の一部を直轄海岸工事施行区域に指定（国土交通省告示第 6674
号）。

平成 16 年 6月
（2004 年）

根上・美川・松任工区の一部が海岸保全施設整備事業完了に伴い、国から石川県に移管。平成 17 年 1月
（2005 年）

水防警報海岸に指定。平成 23 年 3月
(2011 年 )
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利用と景観に配慮した海岸保全対策

片山津工区

事業効果

松任工区（相川新地先）

昔の海岸 沖合施設整備前 沖合施設整備後 現　在
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▲ 消波工の嵩上げ状況 ▲ 養浜による海浜の回復
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深刻な被害状況から、海岸保全施設の整備に着手
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徳光地区（松任工区）の砂浜を海岸保全施設として日本全国で初指定。令和元年 9月
(2019年 )
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昭和 30 年代初めに海岸施設の被災が頻繁に生じたた
め、昭和 32 年度に石川県による災害復旧事業が開始
され、海岸堤防等の整備が着手されました。しかし、そ
の後も増大する被害状況から海岸保全施設の整備促
進が望まれました。
抜本的対策には、巨額の費用と高度な技術が必要と
なるため、昭和 36 年に、現白山市（旧松任市及び旧
美川町）の海岸の一部を直轄海岸工事施行区域に指定

しました。国による海岸保全施設整備事業では、海岸堤
防や消波工等（線的防護工法）の整備にあたっていま
す。
昭和 44 年以降は、離岸堤や人工リーフと緩傾斜堤に
よる面的防護工法の整備を推進し、平成 16 年 6 月に
直轄化した小松工区では人工リーフと養浜の整備、片
山津工区では養浜の整備と消波工嵩上げを推進して
います。

石川海岸では、離岸堤により海浜が復元され、海岸侵
食や越波などの被害が減りました。
沖合施設整備前は砂浜が消失し、多くの海岸保全施設

が被災を受けてきましたが、現在では、一部の区域を除
き、人工リーフ等の沖合施設整備により砂浜が回復
し、汀線が維持されています。

片山津工区は、海岸侵食が著しく護岸被災が頻発した
ため、平成１６年６月に直轄海岸工事施工区域に編入
されました。片山津工区は、沖合に岩礁域を利用した
漁業が盛んなことや、越前加賀海岸国定公園内に位置
しているため、養浜を主とした景観と利用に配慮した
海岸保全対策を計画し、平成 26 年度から整備を進め
ています。






